
(57)【要約】
【課題】本発明の課題は、ダクト内気流及びダクト振動
の影響を軽減してダクト内騒音を精度良く検出でき、
又、ダクト横断面方向に生じる消音用音波よりなる定在
波の周波数を高くして大口径ダクトにおいても広い周波
数範囲での消音を可能にできる能動騒音制御装置を提供
することにある。
【解決手段】本発明は、ダクト１１内に伝搬する騒音も
しくはダクト１１内の消音状況を検知するセンサとし
て、ダクト１１内空間に連通しダクト１１内空間の外側
に断面形状をダクト１１の長さ方向を一辺とする二等辺
三角形とする空間を設け、この空間にセンサ１６を設置
したことを特徴とし、又、消音用スピーカとして、スピ
ーカ６７１，６７２をそれぞれダクト１１の対向壁面に
向かい合わせに設置し、スピーカ６７１，６７２から同
位相同音圧の音波をダクト内に放射してダクト横断面方
向に生じる定在波の周波数を高くすることを特徴とす
る。



【特許請求の範囲】
【請求項１】  ダクト内に伝搬する騒音を検知する第１
センサと、前記ダクト内の消音状況を検知する第２セン
サと、前記第１センサ及び第２センサの検知出力により
制御されダクト内伝搬騒音に対して逆位相同音圧の音波
を音波発生部よりダクト内に放射することによってダク
ト内伝搬騒音を消音する能動騒音制御装置において、
第１センサもしくは第２センサとして、ダクト内空間に
連通しダクト内空間の外側に断面形状をダクト長さ方向
を一辺とする二等辺三角形とする空間を設け、この空間
にセンサを設置したことを特徴とする能動騒音制御装
置。
【請求項２】  ダクト内に伝搬する騒音を検知する第１
センサと、前記ダクト内の消音状況を検知する第２セン
サと、前記第１センサ及び第２センサの検知出力により
制御されダクト内伝搬騒音に対して逆位相同音圧の音波
を音波発生部よりダクト内に放射することによってダク
ト内伝搬騒音を消音する能動騒音制御装置において、
音波発生部として、少なくとも一対以上の音波発生部を
それぞれダクト対向壁面に向かい合わせに設置し、相対
する音波発生部から同位相同音圧の音波をダクト内に放
射してダクト横断面方向に生じる定在波の周波数を高く
することを特徴とする能動騒音制御装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、ダクト内騒音の伝
搬通路内において騒音と逆位相同音圧の音波を放射して
騒音の消音を行なう能動騒音制御装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】一般に、空調用ダクト内を伝搬する騒音
を消音する一つの方法として、ダクト内に内貼りした吸
音材によって吸音する方法など、主に受動的な消音方法
がとられてきたが、圧力損失や大きさなどの問題点を抱
えている。一方、ダクト内伝搬騒音の音波に対して逆位
相同音圧の音波を同時にダクト内に放射して、両音波の
干渉によって消音を行なう能動的な消音方法の研究が盛
んに行なわれている。しかしまだ多くの問題が残ってい
る。
【０００３】図１６は従来の能動騒音制御システムを示
す構成説明図である。即ち、マイクロホンよりなる第１
センサ６１によってダクト６２内を伝搬する騒音の情報
をアナログ電気信号として取り込み、さらにマイクロホ
ンアンプの増幅器６３を通して増幅する。
【０００４】前記増幅器６３によって増幅されたアナロ
グ電気信号に対して、まずアナログローパスフィルタ６
４を通す。その後Ａ／Ｄ（アナログ－ディジタル）変換
器６５を通してディジタル電気信号に変換する。
【０００５】こうして消音の対象とする低周波数領域の
信号のみを含むディジタル電気信号をディジタル演算部
６６に入力する。また、システムが稼働することによる

ダクト６２内の消音の状況が、騒音源からみて消音用ス
ピーカ６７より下流側に設置されたマイクロホンよりな
る第２センサ６８で検知される。この第２センサ６８か
ら得られたダクト６２内の消音状況の情報であるアナロ
グ電気信号も、第１センサ６１から得られたアナログ電
気信号と同じように、マイクロホンアンプの増幅器６
９、アナログ信号処理によるアナログローパスフィルタ
７０、Ａ／Ｄ（アナログ－ディジタル）変換器７１を通
す。
【０００６】前記第２センサ６８からはシステムが稼働
することによってどれだけダクト６２内伝搬騒音が消音
されたかの情報が入力される。ディジタル演算部６６で
はその情報を取り込んでその信号が常にゼロに近づくよ
うな最適な係数を適応制御アルゴリズム７２に基づいて
算出し、消音信号発生フィルタ７３のフィルタ係数とし
て第１センサ６１からの入力信号に畳み込む演算を行な
う。
【０００７】こうしてディジタル演算部６６では様々な
係数を第１センサ６１からの入力信号に畳み込み演算
し、適応制御アルゴリズム７２により消音信号発生フィ
ルタ７３を逐次更新して消音用ディジタル電気信号を作
成する。
【０００８】この消音用ディジタル電気信号をＤ／Ａ
（ディジタル－アナログ）変換器７４によりアナログ電
気信号に変換してアナログ信号処理によるアナログロー
パスフィルタ７５を通して最終的に消音の対象とする低
周波数領域の信号のみを含む消音用アナログ電気信号に
する。
【０００９】この消音用アナログ電気信号をパワーアン
プの増幅器７６により増幅して消音用スピーカ６７を駆
動し、ダクト６２内に消音用音波を放射するのである。
こうして様々な信号処理が施され、ダクト６２内を伝搬
する騒音に対して逆位相同音圧の消音用音波がダクト６
２内に放射される。放射された消音用音波はダクト６２
内を伝搬する騒音音波と干渉を起こし打ち消しあって結
果、消音効果が得られる。
【００１０】前記増幅器６３，６９及びアナログローパ
スフィルタ６４，７０及びＡ／Ｄ変換器６５，７１はＡ
／Ｄ変換部７７，７８を構成し、前記Ｄ／Ａ変換器７４
及びアナログローパスフィルタ７５及び増幅器７６はＤ
／Ａ変換部７９を構成する。
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】しかしながら、ダクト
６２内の音場を１次元であると仮定すると、ダクト６２
内伝搬騒音の伝搬方向は＋方向（騒音源→下流）と－方
向（下流→騒音源）の２方向が考えられる。能動騒音制
御システムのコントローラは、第１センサ６１から入力
された音波が＋方向に伝搬する場合の計算を行なうた
め、－方向からの伝搬騒音（例えば下流側曲りダクトな
どからの反射音）が第１センサ６１及び第２センサ６８
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から入力されると正確な制御が行なえない。
【００１２】又、図７に示すように、第１センサ６１が
騒音源からの音波の他に、スピーカ６７から放射された
音波を検知すると、再度コントローラに入力・増幅さ
れ、ディジタル演算部６６の消音信号発生フィルタ７３
で処理されてスピーカ６７から消音用音波以外の音波と
して再放射される。これは、制御を悪化させるだけでな
く、スピーカ６７と第１センサ６１の間でハウリング現
象につながる。従来はこのハウリング現象を回避するた
め、コントローラ内のハウリングキャンセルフィルタ８
０を使って信号処理によってハウリング音をキャンセル
していた。図７において、Ａはハウリングキャンセルフ
ィルタ８０によるスピーカ６７と第１センサ６１の間の
音響伝達関数である。スピーカ６７の出力信号にこのハ
ウリングキャンセルフィルタ８０の音響伝達関数を畳み
込むことによって、スピーカ６７から第１センサ６１に
回り込む音を予測する。Ｂにおいて、実際に第１センサ
６１から入力された信号から予測したスピーカ６７から
第１センサ６１に回り込む音を引き算することによって
ハウリングを回避する。
【００１３】又、ダクト内を伝搬する騒音及びシステム
稼働時におけるダクト内の消音状況を検知する手段とし
て用いる２つのセンサ（マイクロホン）はダクト内の高
速な気流に暴露されて設置される。ダクト内の気流は風
速５ｍ／ｓ～１０ｍ／ｓであり、そのためにセンサの振
動部がその高速な気流の影響を受けて反応してしまい雑
音信号を発生する。したがって、ダクト内の音響信号を
電気信号に変換してシステム内に取り込む際にこの雑音
信号も取り込んでしまうことになる。演算部はこの雑音
信号を含んだ信号に対して演算処理を行なう。そのため

作成された消音用信号も不要な信号を含むので、不要な
音まで消音用音波としてダクト内に放射してしまうこと
になる。特にこの雑音信号は低周波成分を多く含み消音
の対象とする低周波数領域と重なるので、消音の精度は
非常に悪くなる。
【００１４】特に、センサをダクト内に突出して設置す
るとダクト壁面に凹凸ができ、その部分で気流の乱れが
生じセンサが気流の乱れを雑音信号として検知する。そ
のため精度の高い騒音制御が行なえなかった。
【００１５】そこで、図４に示すように、単一指向特性
を持ったマイクロホンよりなるセンサ１６は、気流に暴
露しないようにダクト１１壁面に設けられたマイクロホ
ン設置部１４′内部のマイクロホン設置空間に格納す
る。この場合、マイクロホン設置部１４′の断面形状を
長方形にすると、ダクト１１壁面とマイクロホン設置部
１４′内壁面のなす角θが大きくなり、ダクト１１内伝
搬音波がマイクロホン設置空間に侵入する際に空間形状
の変化に伴う音響変化である回折現象を起こし、いくら
単一指向性マイクロホンのセンサ１６を使用してもダク
ト１１内を＋方向に伝搬する騒音を正確に検知すること
ができず、騒音制御の精度をあげることができなかっ
た。
【００１６】又、図１４は単一の消音用スピーカ６７を
ダクト１１の壁面に設置した場合である。ただし、ｃは
音速、ｌはダクト断面寸法である。即ち、矩形ダクト１
１の一壁面に単一の消音用スピーカ６７を設置し駆動力
を与える場合（粒子速度を与える場合）、ダクト１１の
横断面の音圧分布は次のように表される。
【００１７】
【数１】

ただし、反射は完全反射とし、ｋは波数、ωは角周波
数、φは位相を表す。ダクト壁面では完全反射するとい
う条件から、ｘ＝ｌで音圧は２Ｐとなるため、

【００１８】
【数２】

したがって、音圧および粒子速度は次式のように表され
る。
【００１９】
【数３】

この式に、ｘ＝０駆動端での粒子速度はＵ0  ｓｉｎ  ω

ｔという条件を与えると
【００２０】
【数４】

したがって、
【００２１】
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【数５】

以上より、ダクトの一壁面に単一の消音用スピーカを設
置した場合の横断面方向の音圧分布は、
【００２２】
【数６】

と表すことができ、ダクト辺の長さと波長λの関係、お
よび音圧の腹と節の位置は次のようになる。
【００２３】ｋｌ＝ｍπ
ｌ＝ｍ×λ／２（ｍ＝±１，±２，±３…）
腹    ｋ（ｘ－ｌ）＝ｍπ，ｘ＝ｌ＋ｍ×λ／２
節    ｋ（ｘ－ｌ）＝（２ｍ＋１）×π／２，ｘ＝ｌ＋
（２ｍ＋１）×λ／４
ただし、腹、節の場合、ｘは０以上ｌ以下となるので、
ｍは－１，－２，－３…だけである。
【００２４】図１０に、１次、２次、３次の定在波の形
とその時の周波数を示す。能動制御によりダクト内伝搬
騒音を消音する場合、その消音可能な上限周波数は、ダ
クト横断面方向に生じる第１定在波の周波数までであ
り、この周波数はダクト辺の寸法によって決まる。した
がって、大型ダクトに能動制御を適用した場合、消音で
きる騒音が非常に低い帯域に絞られてしまうという問題
点があった。
【００２５】本発明は上記の事情に鑑みてなされたもの
で、ダクト内気流及びダクト振動の影響を軽減してダク
ト内騒音を精度良く検出でき、又、ダクト横断面方向に
生じる消音用音波よりなる定在波の周波数を高くして大
口径ダクトにおいても広い周波数範囲での消音を可能に
できる能動騒音制御装置を提供することにある。
【００２６】
【課題を解決するための手段】上記目的を達成のために
本発明の能動騒音制御装置は、ダクト内に伝搬する騒音
を検知する第１センサと、前記ダクト内の消音状況を検
知する第２センサと、前記第１センサ及び第２センサの
検知出力により制御されダクト内伝搬騒音に対して逆位
相同音圧の音波を音波発生部よりダクト内に放射するこ
とによってダクト内伝搬騒音を消音する能動騒音制御装
置において、第１センサもしくは第２センサとして、ダ
クト内空間に連通しダクト内空間の外側に断面形状をダ
クト長さ方向を一辺とする二等辺三角形とする空間を設
け、この空間にセンサを設置したことを特徴とするもの
である。
【００２７】又、本発明の能動騒音制御装置は、ダクト
内に伝搬する騒音を検知する第１センサと、前記ダクト

内の消音状況を検知する第２センサと、前記第１センサ
及び第２センサの検知出力により制御されダクト内伝搬
騒音に対して逆位相同音圧の音波を音波発生部よりダク
ト内に放射することによってダクト内伝搬騒音を消音す
る能動騒音制御装置において、音波発生部として、少な
くとも一対以上の音波発生部をそれぞれダクト対向壁面
に向かい合わせに設置し、相対する音波発生部から同位
相同音圧の音波をダクト内に放射してダクト横断面方向
に生じる定在波の周波数を高くすることを特徴とするも
のである。
【００２８】
【発明の実施の形態】以下図面を参照して本発明の実施
の形態例を詳細に説明する。本発明の実施の形態例とし
て図１６の能動騒音制御システムに用いられたセンサ装
置について説明する。即ち、ダクト６２内に伝搬する騒
音を検知する第１センサ６１と、前記ダクト６２内の消
音状況を検知する第２センサ６８と、前記第１センサ６
１及び第２センサ６８の検知出力をＡ／Ｄ変換部７７，
７８を介してディジタル演算部６６に入力し、このディ
ジタル演算部６６により制御されダクト６２内伝搬騒音
に対して逆位相同音圧の音波をダクト６２内にスピーカ
から放射することによってダクト６２内伝搬騒音を消音
する能動騒音制御装置が用いられる。
【００２９】図１は本発明に係るセンサ装置の一例を示
す断面図である。即ち、例えば亜鉛鉄板製等のダクト１
１の壁面にはダクト１１の長さ方向に長辺を持つ長方形
の開口部１２が設けられ、この開口部１２には例えば鉛
板等よりなるマイクロホン設置部１４が開口部１２を塞
ぐように開口部１２の長さ方向を一辺とする断面二等辺
三角形状のマイクロホン設置空間を設けるように取り付
けられる。前記マイクロホン設置部１４は開口部１２の
伝搬騒音上流端および伝搬騒音下流端から両端間の中央
に傾斜して形成される。前記マイクロホン設置部１４内
のマイクロホン設置空間には例えばグラスウール等より
なる多孔質材料１５が設けられる。この多孔質材料１５
中には例えば単一指向性マイクロホンよりなるセンサ１
６が受音面を騒音源方向に向けてマイクロホン設置空間
に保持される。
【００３０】即ち、ダクト１１内の音場を１次元である
と仮定すると、ダクト１１内伝搬騒音の伝搬方向は＋方
向（騒音源→下流）と－方向（下流→騒音源）の２方向
が考えられる。能動騒音制御システムのコントローラ
は、センサ１６から入力された音波が＋方向に伝搬する
場合の計算を行なうため、－方向からの伝搬騒音（例え
ば下流側曲りダクトなどからの反射音）がセンサ１６か
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ら入力されると正確な制御が行なえない。そこで、図３
に示すように、センサ１６に騒音源方向からの音波のみ
を検知するような単一指向特性を持たせることによっ
て、能動騒音制御システムのコントローラの制御の精度
を向上させることができる。
【００３１】又、図５に示すように、マイクロホン設置
部１４のマイクロホン設置空間を小さな底角θを持つ断
面二等辺三角形状とすることによって、ダクト１１内伝
搬音波がマイクロホン設置空間内に侵入する際に回折現
象を防ぎ単一指向性マイクロホンの単一指向特性を活か
せるマイクロホン設置空間を実現することができる。
【００３２】又、センサが騒音源からの音波の他に、ス
ピーカから放射された音波を検知すると、再度コントロ
ーラに入力・増幅され、ディジタル演算部の消音信号発
生フィルタで処理されてスピーカから消音用音波以外の
音波として再放射される。これは、制御を悪化させるだ
けでなく、スピーカとセンサの間でハウリング現象につ
ながる。従来はこのハウリング現象を回避するため、コ
ントローラ内のハウリングキャンセルフィルタを使って
信号処理によってハウリング音をキャンセルしていた。
そこで、図６に示すように、Ｃにおいて、単一指向性マ
イクロホンのセンサ１６を騒音源方向に向けて設置する
ことによって、スピーカ６７の放射音を検知せず、ハウ
リングを回避することができる。すなわち、センサ１６
に単一の指向特性を持たせ、スピーカ６７の放射音を検
知しないようにしたことによって、コントローラ内のハ
ウリングキャンセルフィルタを割愛することが可能であ
る。
【００３３】又、ダクト１１内の気流速度は５ｍ／ｓか
ら１０ｍ／ｓと速く、ダクト１１内を伝搬する騒音の情
報やダクト１１内の消音状況を検知するマイクロホンよ
りなるセンサ１６がその気流に反応する。反応すると不
要な雑音信号を発生することになり、消音に悪影響を及
ぼす。そこで、マイクロホンよりなるセンサ１６を設置
するダクト１１壁面の開口部１２に、多孔質材料１５を
マイクロホン設置部１４で保持し、この多孔質材料１５
中にマイクロホンよりなるセンサ１６を保持する。多孔
質材料１５としてグラスウールを用いると、気流にとっ
て抵抗となりダクト１１内の空気流をマイクロホンより
なるセンサ１６に直接あてず、センサ１６がダクト１１
内の気流から受ける影響は小さくなる。また、グラスウ
ールは中域から高域の周波数領域の音は吸音するが低周
波数領域の音はほとんど吸音せず透過するので、消音の
対象とする低周波数領域の音は変化を受けることなくほ
とんど減衰せずにマイクロホンよりなるセンサ１６に到
達する。なお、前記多孔質材料１５はダクト１１の壁面
と同一面上に設定することができるので、ダクト１１の

壁面の凹凸がなくなり滑らかとなり、ダクト１１内の気
流の乱れを防ぐことができる。また多孔質材料１５はダ
クト１１の振動を吸収する。したがって、センサ１６は
ダクト１１内を伝搬する騒音の情報及びダクト１１内の
消音状況を正確にシステム内に取り込むことができる。
すなわち、センサ１６は高速な気流による雑音信号の発
生を防ぎ、かつダクト１１の振動を吸収するから、不要
な音を含まない消音音波を発生することができ、精度の
高い騒音制御を行なうことができる。
【００３４】尚、図２に示すように、例えば石膏ボード
製等の厚みのあるパネルダクト１１′を用いるようにし
てもよく、この場合にはパネルダクト１１′に開口部１
２′を設け、マイクロホン設置部１４を開口部１２′内
に突出するようにパネルダクト１１′の内面側に設け、
パネルダクト１１′の外面側に蓋状のプロテクタ１３を
設けてもよい。１５は断面二等辺三角形状のマイクロホ
ン設置空間に設けた多孔質材料であり、１６はセンサで
ある。この場合にも、上記実施例と同様の効果がある。
【００３５】図８は本発明に係るスピーカ装置の一例を
示す断面図である。即ち、一対の消音用スピーカ６７
１，６７２はそれぞれダクト１１の対向壁面に向かい合
わせに設置され、このスピーカ６７１，６７２は図９に
示すように、コントローラ８０に接続され、このコント
ローラ８０には第１センサ６１及び第２センサ６８が接
続される。前記コントローラ８０は図１６に示すよう
に、ディジタル演算部６６及びＡ／Ｄ変換部７７，７８
及びＤ／Ａ変換部７９より構成され、前記ディジタル演
算部６６は適応制御アルゴリズム７２及び消音信号発生
フィルタ７３より構成され、前記Ａ／Ｄ変換部７７は増
幅器６３及びアナログローパスフィルタ６４及びＡ／Ｄ
変換器６５より構成され、前記Ａ／Ｄ変換部７８は増幅
器６９及びアナログローパスフィルタ７０及びＡ／Ｄ変
換器７１より構成され、前記Ｄ／Ａ変換部７９はＤ／Ａ
変換器７４及びアナログローパスフィルタ７５及び増幅
器７６より構成される。
【００３６】すなわち、相対するスピーカ６７１，６７
２から同位相同音圧の音波をダクト１１内に放射してダ
クト１１の横断面方向に生じる第１次定在波の周波数を
２倍にする。
【００３７】図１５は一対の消音用スピーカ６７１，６
７２をそれぞれ相対向するダクト１１の壁面に設置した
場合である。即ち、矩形ダクト１１の相対向する壁面に
一対の消音用スピーカ６７１，６７２を設置し、同相の
駆動力を与える場合（粒子速度を与える場合）、ダクト
断面の音圧分布は次のように表される。
【００３８】
【数７】
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この式より、定在波の腹と節は次のように決まる。
【００３９】
【数８】

また、両端の駆動点付近で音圧が最大になる（駆動点で
は、「粒子速度０」とならないため「音圧最大」とはな
らない）ことから、定在波の形状およびその時の周波数
はおおよそ図１１のようになる。
【００４０】また距離ｌだけ離れた一対の消音用スピー
カ６７１，６７２は、周波数ｃ／２ｌ×ｍ（ｍ＝１，２
…）において、図１２に示すような特殊な放射指向性を
持つ。単一音源の場合、ダクト横断面方向に１次定在波
を生じる周波数ｃ／２ｌにおける指向特性をみると、ダ
クト横断面方向には音波を放射せず、ダクトの縦断面
（ダクトの長さ方向）にのみ放射することが分かる。
（図１３参照）ダクト横断面方向に音波を放射するの
は、周波数ｃ／ｌの時で、この周波数で初めてダクト横
断面方向の定在波が生じる。
【００４１】以上の理論から、一対以上の同位相２重音
源を対向するダクト壁面に向かい合わせに設置すること
によってダクト横断面方向に定在波を生じる周波数を高
くすることができ、能動制御によって消音できる周波数
範囲を広げることができる。
【００４２】以上のように、一対あるいはそれ以上の同
位相２重音源を、ダクト対向壁面に向かい合わせに設置
することにより、ダクト横断面方向に生じる第１次定在
波の周波数を２倍にすることができ、大口径ダクトにお
いても広い周波数範囲での消音が可能となった。
【００４３】また、音波発生部の音源を２つ、あるいは
４つにすることによって、１つの音源が出力する制御音
が減少するので、１つのスピーカにかける負担が小さく
なる。また、大きな伝搬騒音にも対処できるようにな
る。
【００４４】
【発明の効果】以上述べたように本発明によれば、ダク
ト内気流及びダクト振動の影響を軽減して精度の高い騒
音制御を行うことができ、且つセンサとスピーカ間のハ
ウリングキャンセルフィルタを不要にでき、又、相対す
る音波発生部から同位相同音圧の音波をダクト内に放射
してダクト横断面方向に生じる定在波の周波数を高くし

て大口径ダクトにおいても広い周波数範囲での消音を可
能にできる能動騒音制御装置を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施形態例であるセンサ装置の一例を
示す断面図である。
【図２】本発明の実施形態例であるセンサ装置の他の例
を示す断面図である。
【図３】本発明に係るセンサの単一の指向特性の一例を
示す特性図である。
【図４】本発明と比較するセンサ装置を示す断面図であ
る。
【図５】本発明に係るセンサ装置の一例を示す断面図で
ある。
【図６】本発明に係る能動騒音制御システムの動作の一
例を示す構成説明図である。
【図７】従来の能動騒音制御システムの動作の一例を示
す構成説明図である。
【図８】本発明の実施形態例であるスピーカ装置の一例
を示す斜視図である。
【図９】本発明の実施形態例であるスピーカ装置の一例
を示すブロック図である。
【図１０】従来の単一音源の場合のダクト横断面定在波
を示す説明図である。
【図１１】本発明に係る同位相２重音源の場合のダクト
横断面定在波の一例を示す説明図である。
【図１２】本発明に係る同位相２重音源の場合の放射指
向特性の一例を示す特性図である。
【図１３】ダクト内における同位相２重音源のｃ／２ｌ
［Ｈｚ］の放射指向特性の一例を示す特性図である。
【図１４】従来の単一音源をダクト一壁面に設置した場
合の数式を導くための説明図である。
【図１５】本発明に係る同位相２重音源をそれぞれ相対
向するダクト壁面に設置した場合の数式を導くための説
明図である。
【図１６】能動騒音制御システムの一例を示す構成説明
図である。
【符号の説明】
１１…ダクト、１２…開口部、１３…外囲器、１４…ホ
ルダ、１５…多孔質材料、１６…センサ、６１…第１セ
ンサ、６２…ダクト、６３…増幅器、６４…アナログロ
ーパスフィルタ、６５…Ａ／Ｄ（アナログ－ディジタ
ル）変換器、６６…ディジタル演算部、６７…消音用ス
ピーカ、６８…第２センサ、６９…増幅器、７０…アナ
ログローパスフィルタ、７１…Ａ／Ｄ（アナログ－ディ
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ジタル）変換器、７２…適応制御アルゴリズム、７３…
消音信号発生フィルタ、７４…Ｄ／Ａ（ディジタル－ア
ナログ）変換器、７５…アナログローパスフィルタ、７

６…増幅器、７７，７８…Ａ／Ｄ変換部、７９…Ｄ／Ａ
変換部、８０…ハウリングキャンセルフィルタ。

【図１】 【図２】

【図３】
【図４】

【図５】
【図８】

【図１２】
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【図６】

【図７】

【図９】 【図１０】
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【図１１】 【図１３】

【図１４】 【図１５】
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【図１６】
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